
   

１ 労働条件の文書交付・説明義務 
 ・ 労働基準法上の文書交付義務に加え、昇給、退職手当及び賞与の有無について、文書の交付等に 
  よる明示を事業主に義務付け（過料あり）（第６条） 
 ・ 待遇の決定に当たって考慮した事項について、パートタイム労働者から求めがあった場合の説明を 
  事業主に義務付け（第１３条） 
 

２ 均等・均衡待遇の確保の促進 
 ・ 全てのパートタイム労働者について、賃金の決定、教育訓練の実施及び福利厚生施設の利用に関 
  し、多様な就業実態に応じて、正社員と均衡のとれた待遇の確保に努めることを事業主に義務付け 
                                                    （第９条～第１１条）        
 ・ 特に、正社員と同視すべきパートタイム労働者について、差別的取扱いを禁止（第８条） 
    ※「正社員と同視すべきパートタイム労働者」：職務の内容及び人材活用の仕組みが正社員と同じで、無期労働契約 
      （反復更新により無期労働契約と同視できる有期労働契約を含む）を締結しているパートタイム労働者 
 

３ 通常の労働者への転換の推進 
 ・ 正社員の募集を行う場合のパートタイム労働者への周知、新たに正社員を配置する場合のパートタイ 
  ム労働者への応募の機会の付与、正社員への転換のための試験制度等、正社員への転換を推進する 
  ための措置を事業主に義務付け（第１２条） 
 

４ 苦情処理・紛争解決援助 
 ・ 苦情の自主的な解決に努めるよう、事業主に義務付け（第１９条） 
 ・ 義務規定に関し、都道府県労働局長による紛争解決援助及び調停を整備（第２０条～第２４条） 
 

 

（平成20年4月1日施行） 

 パートタイム労働者がその有する能力を一層有効に発揮することができる雇用環境を整備するため、パート
タイム労働者の納得性の向上、正社員との均等・均衡待遇の確保、正社員への転換の推進等を図る。 
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